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歳出（性質別）歳出（目的別）

目的別分類　予算の款、項の区分を基準とし、市の経費を行政の
目的（議会費、総務費など）で分類するものです。
民生費　市民の皆さんの一定水準の生活と安定した社会生活を保
障するために必要な経費です。
総務費　全般的な管理事務、企画調整事務、財政・財務管理に要
する経費や他の区分に分類できない経費です。
教育費　学校教育、生涯学習、スポーツの振興などのために要す
る経費です。文化財の保存、活用に要する経費も含まれます。

土木費　道路、街路、区画整理や公園の整備などに要する経費で
す。下水道事業会計への支出も含まれます。
公債費　過去の借入金の返済（元金・利子）に要する経費です。
衛生費　市民の皆さんの健康で衛生的な生活環境を保持するため
の経費です。

用
語
解
説

性質別分類　予算の節の区分を基準とし、市の経費を性質（人件
費、扶助費など）で分類するものです。
扶助費　児童手当、生活保護、保育所の運営、医療費の援助など、
市民の皆さんを支え助ける費用です。
補助費等　一部事務組合への負担金や各種団体に対する補助金な
ど、行政上の目的で交付する費用です。大野城太宰府環境施設組
合、春日大野城衛生施設組合（不燃ごみ処理、し尿処理）、筑慈
苑施設組合（火葬場）、福岡都市圏南部環境事業組合（可燃ごみ処
理）、春日・大野城・那珂川消防組合への負担金などが含まれてい
ます。

普通建設事業費　道路、学校、庁舎等公共用または公用施設の新
設や大規模な改修などの建設事業に要する費用です。
物件費　人件費、維持補修費、扶助費、補助費等以外の地方公共
団体が支出する消費的経費（支出の効果が単年度または極めて短
期間で終わる経費）の総称です。具体的には、賃金、旅費、交際
費、需用費（消耗品費など）、役務費（通信運搬費など）、委託料
などがあります。
人件費　市の職員の給与や退職金などの費用です。
公債費　過去の借入金の返済（元金、利子）に要する費用です。
繰出金　一般会計から他会計に支出される費用です。

用
語
解
説

【歳出（性質別）の概要】
扶助費は、子どものための教育・保育給付費（施
設型給付費）や児童扶養手当扶助費などの増加によ
り、前年度と比べて約３億８千万円の増となってい
ます。
補助費等は、地域密着型サービス拠点等施設整
備費補助金や公民館等指定管理者交付金などの増
加により、前年度と比べて約８千万円の増となっ
ています。
物件費は、留守家庭児童保育所運営業務委託料や
小中学校教育用コンピュータ等機器購入費、ふるさ
と納税推進業務委託料などの増加により、前年度と
比べて約５億５千万円の増となっています。
普通建設事業費は、大野北保育所建替事業やまど
かぴあ施設整備事業などの事業費が増加するものの、
小学校校舎等大規模改造費や史跡買上事業などが減
少することにより、前年度と比べて約２億６千万円
の減となっています。
公債費は、償還額のピークが過ぎたことなどによ
り、前年度と比べて約４千万円の減となっています。
繰出金は、後期高齢者医療特別会計への繰出金が
増加するものの、国民健康保険特別会計、介護保険
特別会計などへの繰出金が減少することにより、前
年度と比べて約２億４千万円の減となっています。
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【歳出（目的別）の概要】
民生費は、私立保育所助成費や生活保護扶助費な
どが減少するものの、市立保育所事務費や子ども・
子育て支援給付費、障がい者（児）対策費などの増
加により、前年度と比べて約５億９千万円の増と
なっています。
総務費は、コミュニティセンター施設整備費など
が減少するものの、庁舎維持管理費や公民館等施設
整備費などの増加により、前年度と比べて約８億２
千万円の増となっています。
教育費は、小中学校教育推進費などが増加するも
のの、小学校校舎等大規模改造費や文化財保護啓発
費、史跡（水城跡・牛頸須恵器窯跡等）買上費の減
少により、前年度と比べて約８億７千万円の減と
なっています。
土木費は、連続立体交差事業費や舗装新設改良費
などが増加するものの、下水道事業負担金等や都市
政策推進費、バス交通推進費などの減少により、前
年度と比べて約１億円の減となっています。
公債費は、起債償還計画に沿って計上しており、
前年度と比べて約４千万円の減となっています。
衛生費は、水道事業負担金や分別収集費などが減
少するものの、福岡都市圏南部中間処理施設及び最
終処分場関係費や自然環境保護費などの増加により、
前年度と比べて約１億６千万円の増となっています。
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平成31年度
355億8,900万円

平成30年度
350億7,500万円

20億
4,180万円
（5.7％）

9億
7,770万円
（2.8％）

22億
8,392万円
（6.5％）

8億
7,289万円
（2.5％）

29億
6,212万円
（8.3％）

30億
698万円
（8.6％）

39億
3,996万円
（11.1％）

39億
8,492万円
（11.4％）

45億
1,192万円
（12.7％） 47億

7,582万円
（13.6％）

53億
3,488万円
（15.0％）

47億
8,963万円
（13.6％）

57億
346万円
（16.0％）

56億
2,331万円
（16.0％）

101億
1,716万円
（28.4％）

97億
3,753万円
（27.8％）

平成31年度
355億8,900万円

平成30年度
350億7,500万円

21億
8,187万円
（6.2％）

22億
2,752万円
（6.3％）

25億
8,094万円
（7.2％）

24億
2,295万円
（6.9％）

29億
6,212万円
（8.3％）

30億
698万円
（8.6％）

31億
300万円
（8.7％）

31億
9,993万円
（9.1％）

37億
2,816万円
（10.5％） 45億

9,751万円
（13.1％）

57億
2,155万円
（16.1％） 48億

9,817万円
（14.0％）

153億
1,136万円
（43.0％）

147億
2,194万円
（42.0％）


